
2026年版「請求書カード払い市場のインサイトレポート」 

～資金繰り改善ニーズアップで市場は急成長、いま最も伸びている BtoB決済領域へ～ 

 

市場規模（取扱決済金額）は 3 年で約 20 倍に成長、2028 年度に 1 兆円超へ 

参入企業の増加と認知拡大により、取扱決済金額は急拡大しています 

 

1．レポート発刊の背景 

■2022 年に始まった請求書カード払い市場は、わずか数年で急成長を遂げ、2026 年度には 6,927 億円規

模へ拡大すると予測します。インボイス制度・電子帳簿保存法・手形廃止といった制度変更が重なり、

中小企業の資金繰り改善ニーズが過去最大級に高まっていることが背景にあります。請求書カード払い

市場はこれまでにない成長フェーズに突入しています。 

■本市場の中心となるのは、仕入や外注費の支払いに課題を抱える中小企業・個人事業主。平均決済額

は数十万円規模で、「支払いサイトを延ばしたい」「資金繰りを安定させたい」「経理業務を効率化した

い」 といったニーズが急増。バックオフィスの効率化も同時に実現する手段としても、注目されてい

ます。 

■一方で、サービス提供会社は増加しているものの、商品スペックやスキームでの差別化が難しく、比較

情報も不足しています。だからこそ、BIPS 事業者（請求書カード払い事業者）、取次事業者の役割はこ

れまで以上に重要となってきます。 

■BIPS 事業者、金融機関、決済事業者、ERP 事業者などの取次・パートナー企業など、今後の事業戦略

立案に必要な情報を網羅した、業界唯一の総合レポートです。 

■また、当業界の正しい認知の訴求に努め、市場発展の一助とすることを目的に発刊しています。 

 

2．レポートの特徴 

■本レポートでは、有力 BIPS 事業者と取次事業者 6 社へのヒアリングを通して具体的な取組みを把握

し、参入企業 60 社の実態から参入企業の定量データを整理しました。 

■市場規模の推移、制度変更の影響、参入企業の動向の他、主要事業者の戦略、利用企業のニーズ変化

などを多角的に分析し、市場の最新動向をまとめました。 

・独自推計による市場規模分析 

・参入企業 60 社の実態 

・主要 6 社の深掘りインタビューによる、「中小企業の利用動向」「手数料・上限額・審査などの比較

軸」「サービス提供会社が狙うべき業種」「営業トークのポイント」など 

・制度変更・経済環境の影響を網羅 

・2028 年までの市場予測を提示 

 

 



3．市場動向・市場規模の最新分析 

■ 市場規模（取扱決済金額）は 3 年で約 20 倍に成長、2028 年度に 1 兆円超へ 

参入企業の増加と認知拡大により、取扱決済金額は急拡大しています。 

市場の成長スピードは、BtoB 決済領域でも異例の規模です。 

 

■市場成長の背景 

円安・物価高・金利上昇、ゼロゼロ融資返済の本格化など、企業の資金繰り環境は厳しさを増していま

す。 こうした状況下で、支払いサイトを実質的に延長できる「請求書カード払い」は、中小企業を中心

に導入が急増しています。 

さらに、インボイス制度（2023 年）、電子帳簿保存法の完全義務化（2024 年）などの制度変更を追い

風に、BtoB 決済のデジタル化が一気に進展。 請求書カード払いは、資金繰り改善と業務効率化を同時

に実現する手段として注目度が高まっています。 

 

■ BtoB 決済 DX が本格化 

手形交換所廃止の発表（2022 年）を契機に、企業のキャッシュレス化が加速。 入金消込・請求管理の

自動化ニーズも高まり、オンライン決済の利用が急増しています。 

 

■ 経済環境が資金繰りニーズを押し上げ 

倒産件数の増加傾向を背景に、資金調達手段としての請求書カード払いの需要が急速に拡大。 

 

■ 今後の見通し 

2025 年末には自主規制団体が設立され、ガイドラインも公表。 2026 年以降は、BIPS 事業者、取次等

企業の増加、BtoB 決済 DX の浸透が市場成長をさらに後押しし、請求書カード払いは企業の資金管理イ

ンフラとして定着していく見通しです。 
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4．参入企業の実態と取り組み 

■ 参入企業数は約 60 社に拡大 

BIPS 事業者、取次・パートナー企業を合わせ、2026 年時点で約 60 社が参入しています。 

 

■ 企業実態を定量的に整理 

業態構成、設立年・資本金・従業員数、提供サービス（対象者、国際ブランド、利用用途、手数料率な

ど）などを定量的に把握し、整理しました。業界構造が分かります。 

 

5. 主要 6 社へのヒアリングで定性情報を収集 

・アルファノート ・インフキュリオン ・バリュエンスジャパン 

・フリーウェイフィナンシャル ・マネーフォワードケッサイ ・三井住友カード 

の 6 社に取材。事業戦略、顧客動向、課題、今後の施策などを深掘りし、業界の方向性を分析していま

す。 
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6. 本レポートのもくじ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅰ章 総論・業界分析編 

1．市場概況 

（１）BtoB 決済の現状 

①BtoB 決済のDX が進行 

②BtoB-EC市場規模と EC化率 

（２）請求書払いの課題と請求書カード払いのメリット・

デメリット 

（３）BtoB キャッシュレス、法人カード利用のメリット 

（４）法人カード市場 

（５）“中小企業”の仕入、経費額 

（６）市場ポテンシャル 

（６）請求書カード払いサービスとは 

（７）請求書カード払いの定義とポジショニング 

①請求書カード払いの定義 

②BtoB 決済のキャッシュレス化を推進するソリューショ

ンとサービス名 

③類似サービス 

④請求書カード払いのポジショニング 

2．市場規模の分析 

（１）市場規模の推計 

（２）市場規模の将来予測 

3．参入企業 

（１）参入企業- 

①顕在化している参入企業数は 63社 

②潜在的には 70～80 社が参入企業と推定 

（２）参入業種・業態 

（３）請求書カード払いサービス提供会社の「選び方」 

4．市場動向 

（１）業界動向の概要 

（２）業界、参入企業の動き 

（３）法人決済を取り巻く環境の変化 

①手形発行が減少 

②手形廃止による「でんさい」へのシフト 

③「でんさい」利用のボリュームゾーンは中小企業 

④「でんさい」へのシフト、インボイス制度、電子帳簿保

存法は強力な追い風 

 

（４）資金調達環境の変化 

①手形発行が減少し、割引手形も減少 

②この 10年超で早期資金化のニーズが上昇傾向 

③貸金業者である手形割引業者の利用動向 

④事業者向け貸付残高は、コロナ禍以降に急上昇 

5．自主規制団体設立、ガイドラインの公表 

（１）「請求書カード払い協会」の設立と役割 

（２）ガイドラインの公表と策定の背景 

①ガイドライン策定の背景 

②立替サービスの貸付への該当性の議論 

③立替サービスの貸付への一定の判断材料が示され

る 

（３）ガイドラインの本格運用 

（４）ガイドラインの概要 

①定義 

②概要 

（５）今後の活動内容 

6．業界の課題 

（１）業界成長の鍵は「認知拡大×ルール整備×リスク

管理×プロダクト高度化」 

（２）業界課題の整理と対応策 

①認知不足による利用拡大を阻害 

②手数料競争による収益性の低下 

③貸倒リスクの増大とカード会社の厳格化 

④UI/UX 向上途上による顧客離脱 

⑤プロダクト面の制約 

⑥その他 

7．将来展望 

（１）将来展望 

①市場の現状と成長基盤 

②BIPS の価値と市場機会 

③技術進化と将来像 

（２）今後の市場発展に向けた示唆 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅱ章 各論・企業分析編 

1．業界構造、参入企業の実態 

（１）サービス提供の開始時期は 2022 年から 

（２）参入企業数は年々増加 

（３）設立年の古い企業、新しい企業が混在 

（４）資本金「1～100億円未満」の企業が過半 

（５）従業員数規模が小さい企業の参入は少ない 

2．収益性 

3．商品・サービスの概要 

（１）利用対象者は「法人、個人事業主」が一般的 

（２）対応ブランドカードは「Visa、Mastercard、

JCB」の扱いが約 6割 

（３）利用用途 

①利用用途- 

②社会保険料の取扱い- 

（４）登録方法 

（５）登録時の必要書類 

（６）審査日数 

（７）請求書以外の必要書類 

（８）手数料率の最頻値は、税抜き 3.0％。最小値

は 2.3％（非課税） 

（９）一請求当たりの手数料（最低手数料） 

（10）最大支払い延長期間 

（11）上・下限額 

（12）最短振込日数 

（13）複数枚利用の可否 

（14）支払い回数 

（15）利用ツール- 

4．サービスの特徴・強み 

5．不正利用対策 

6．事業戦略 

（１）基本戦略のまとめ 

（２）各社の戦略 

（３）他社との差別化策 

（４）自社の課題と今後の展開 

①自社の課題 

②今後の展開 

7．財務戦略 

（１）BIPS 事業者 

（２）取次、パートナー企業 

8．既存顧客について 

（１）企業規模、業種、他 

①企業規模 

②業種 

（２）利用状況の動向 

（３）利用者のニーズ-資金繰り改善に加え、業務効

率化も？ 

（４）囲い込み策と課題 

①囲い込み策 

②囲い込みの課題 

9．新規顧客について 

（１）ターゲット 

（２）獲得策と課題 

①獲得策 

②獲得策の課題 

（３）動向、変化 

第Ⅲ章 個表編 

１．アルファノート(株) 

２．(株)インフキュリオン 

３．バリュエンスジャパン(株) 

４．フリーウェイフィナンシャル(株) 

５．マネーフォワードケッサイ(株)  

６．三井住友カード(株)  

 



7．内容見本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）請求書払いの課題と請求書カード払いのメリット・デメリット 

 

請求書払いは、企業間決済で広く利用され、サプライヤー（売り手）は取引期間を

まとめた請求書を作成・発行し、バイヤー（買い手）は指定日に後払いで銀行振込を

行う、「掛け払い」とも呼ばれている支払い方法である。  

支払い日は通常、「月末締めの翌月末払い」などが定められ、延期はできない。  

要するに、請求書払いは、導入コスト負担が不要、商慣習として根付いている、バ

イヤーにとっては後払いで資金繰りが安定などの便利な点もあるが、手間がかかる、

ミスも起こしやすいといった構造的な課題を抱えている。  

主に以下の課題がある。 

・サプライヤーにとって、入金サイクルが遅く、資金繰りが不安定になる  

・請求書の発行・郵送・管理が非効率  

・取引先ごとに支払い方法が異なる  

・入金消込が手作業で負担が大きい  

・支払い遅延が発生しやすい 

・不正請求・架空請求のリスクがある  

・月末・月初に経理業務が集中 

 

対照的に、請求書カード払いは、柔軟な決済が可能で、消込作業が減り、サプライ

ヤーにとっては未回収リスクが低減され、バイヤーにとっては請求書払いよりも支払

い期限が延長できる。また、請求書のアップロードで済むので振込作業も大幅に減る

などのメリットがある。 

一方で、銀行振込であれば数百円の手数料で済むが、請求書カード払いはそれ以上

の手数料コストがかかるデメリットもある。また、請求書をカード払いで大きな金額

を決済すると、他の支払いに使える枠が減るため、資金繰りに影響することもある、

などの課題もある。  

 

（３）BtoB キャッシュレス、法人カード利用のメリット 

 

 キャッシュレスの目指す姿として経済産業省では、「支払を意識しない決済が広が

り、データがシームレスに連携されるデジタル社会の実現」を掲げている。BtoB の取

引や決済においても、キャッシュレスが推進されることで、上記の目指す姿が実現さ

れることを期待している。 

また、BtoB 取引において、支払を意識しない決済やデータ連携がスムーズに進む手

段として、法人カードが有効と考えられることから、法人カードを活用した中小企業

等の生産性向上・業務効率化・デジタル化を推進している。  

更に、決済データ連携での業務効率化が見込めることに加え、海外事業者との取引や

決済事業者への後払いによるバイヤーの資金繰り改善などのメリットがあることか  

【図表 13】参入企業の業種・業態 

 

 

 

※BIPS事業者の他、集客のみを行うパートナー、取次等を含む アンクパートナーズ調べ
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（３）請求書カード払いサービス提供会社の「選び方」 

 

 記述の通り、サービス提供企業は様々な業種から参入しており、多様化している。

大別すれば、①クレジットカード発行会社・銀行、②決済関連、③会計・請求管理業

務、④業界特化、地域密着の 4 類型となろう。 

今後、利用を検討している利用者（バイヤー）は、どのサービス提供会社を選択す

ればよいのであろうか。 

最も親和性があるとすれば、自社の身近な存在である会員登録をしている企業や決

済端末などの加盟店契約元、また、業界や用途に特化した事業者で、請求書カード払

いサービスを提供している企業を選択するのが、安心感が高く導入ハードルは低い。 

 

（１）参入企業 

 

①顕在化している参入企業数は 63 社 

 弊社調べによれば 2026 年 1 月現在において、請求書カード払い協会が定義する

BIPS 事業者（請求書カード払い事業者）は 19 社、BIPS 事業者とアライアンスを組

んで顧客を集客し BIPS 事業者へ送客する取次、パートナーと呼ばれる企業は 44 社

と判明した。  

 従って、これら請求書カード払いサービスに参入している企業は、2026 年 1 月現在

では少なくとも合計で 63 社存在していることが分かった。  

 

（２）業界、参入企業の動き 

 

 資金繰り改善や支払い管理の効率化を図る「請求書カード払い」は、2022 年から始

まった新しい形態の BtoB 決済サービスである。その後、年を追うごとにサービス提

供会社は増えている状況にあり、扱う決済金額も拡大している。 

その背景には、2022 年に経済産業省が発表した「紙の手形の廃止」、2023 年 10 月

から始まったインボイス制度（適格請求書等保存方式）、2024 年 1 月以降に完全義務

化された電子帳簿保存法の導入がある。  

「手形の廃止」は 2027 年 3 月末を予定しており、決済のデジタル化、キャッシュ

レス化が急速に進行し、新しい支払いインフラへと移行しつつある。 

 こうした BtoB 取引・決済においては、決済の瞬間や都度、現金を取り出したり、

アプリを操作したりといった手間をかけない支払を意識しない決済や、データ連携に

よりスムーズに支払いが完了する手段として法人カードが有効と考えられている。経

済産業省においても、法人カードを活用した生産性向上、業務効率化、経済的利点か

らデジタル化を推進している。特に中小企業等においては、バイヤーの資金繰り改善

などのメリットも高いと言われている。  

 

（１）業界成長の鍵は「認知拡大×ルール整備×リスク管理×プロダクト高度化」 

 

請求書カード払いサービスの業界は、資金繰り改善という明確な価値を持ちながら、

認知不足、リスク増大、競争激化、プロダクト制約、といった複合的な課題を抱えて

いることが分かった。 

2025 年末までは、業界ルールが未整備であったが、自主規制団体である請求書カー

ド払い協会が設立され、ガイドラインも公表された。今後は、ガイドラインの遵守が

必要となる。  

また、BIPS 事業者あるいは取次・パートナー企業において、自社カード発行と請求

書カード払いサービスの両方を提供できる企業は極めて強いポジションにありそうだ、

ということも分かった。 

 

（２）業界課題の整理と対応策 

 

①認知不足による利用拡大を阻害 

請求書カード払いサービスにおいては、まずサービス自体の認知が十分に広がって

いないことが大きな課題となっている。潜在的な利用者の中には、請求書カード払い

をファクタリングや後払い、あるいは一般的なキャッシュレス決済と混同しているケ

ースも多く、正しい理解が浸透していない。 

その結果、「資金繰り改善のための一時的な手段」という限定的なイメージに留まり、

継続的な利用につながりにくい状況が生まれている。また、エンドユーザーを多く抱

える企業へのリーチが不足していることも、利用拡大を阻む要因となっている。 

 対応策としては、以下の通り。  

・業界横断の広報活動 

・利用シーン別の具体的な価値訴求  

  ・正しい認知のための比較コンテンツの整備 

・大口事業者とのアライアンス、顧客接点の拡大 

 

②手数料競争による収益性の低下 

請求書カード払い市場は、参入障壁が低いことから多くの事業者が相次いで参入し、

業界全体が乱立状態にある。 

その結果、各社が顧客獲得を推進するため、手数料割引キャンペーンが頻繁に実施

され、価格競争が激化している。こうした状況が続けば、収益性を確保できない事業

者が増え、今後は自然淘汰が進む可能性が高いと懸念される。 

対応策としては、以下の通り。 

・価格以外の差別化軸の強化（UI/UX、サポート品質、API 連携など） 

 

（１）基本戦略のまとめ 

 

各社へのヒアリング結果を総合すると、請求書カード払いサービスに対する事業戦

略は、既存事業との補完関係を踏まえたサービス拡張、BtoB 決済領域の構造的課題の

解消、パートナー企業とのエコシステム形成、そして中小企業の資金繰り支援を軸と

した価値提供の強化を中心に展開されていることが明らかとなった。 

 

（２）各社の戦略 

 

 アルファノートでは、決済代行を主軸としつつ請求書カード払いを単体サービスと

して展開し、広告を通じて利用動向を見極めながら、来年度に向けて具体的な戦略を

策定していく方針である。 

 インフキュリオンでは、BtoC から BtoB まで決済・金融機能を提供する「決済イネ

ーブラー」として事業を展開。BtoB 領域では法人カード発行や組込型金融サービスを

進める一方、デジタル決済環境が未整備な現状を踏まえ、BPSP 市場における

「Winvoice」を法人カード発行と請求書カード払いの両輪で戦略的に推進している。 

 マネーフォワードでは、業務効率化や資金繰り支援サービスを提供してきたところ、

2023 年 4 月に請求書カード払いを加えたことでサービスの幅が広がった。ビジネス

カード発行と請求書カード払いを自社で直接提供できる稀有な立場を確立するととも

に、マネーフォワードグループの SaaS 基盤と同社のアセットを活かし、顧客接点を

拡大しながら請求書カード払いサービスを戦略的に強化している。 

 

バリュエンスジャパンでは、ブランド品を中心に取扱領域を広げつつオークション

プラットフォームの機能強化を進め、買い手企業の資金繰り課題を解決するために業

界初の「Auction Pay」を導入。会員のキャッシュフロー改善と同社の取引拡大を図る

とともに、SaaS 型機能提供やアライアンスを通じてリユース業界の市場拡大に貢献

している。 

フリーウェイフィナンシャルでは、「支払いを遅らせる請求書カード払い」と「入金

を早めるファクタリング」を組み合わせて中小事業者の資金繰りと業務を支援しつつ、

高い費用対効果で安定成長を図る。物価高や社会保険料負担増などの環境変化に対応

した支援を強化するため、社会保険料・労働保険料の納付機能追加など時流に合わせ

たサービス拡充を進めている。 

 三井住友カードでは、2025 年 5 月からインフキュリオン社提供の請求書カード払

いを開始し、2026 年 1 月以降は法人向けデジタル総合金融サービス「Trunk」を起

点とした展開に注力。一方、デジタルガレージとも連携して Visa と SAP のエンベ

デッド・ファイナンスソリューションによる請求書カード払いも 2025 年 7 月から国

内初  

 

（３）動向、変化 

 

サービス開始から間もないため大きな傾向変化は見られないが、バーティカル領域

の提携が進み、決済件数が前年同月比で 2 倍近くに増えるケースも出てきている。 

一方で、他社の高額決済向け手数料優遇により高額ユーザーが流出している、とい

う企業もある。  

外部環境としては、金利上昇時に請求書カード払いが短期調達の代替手段として選

ばれる可能性があり、小売業の利用増加も見られる。  

 

 

【図表 56】新規顧客の動向・変化 

企業名 新規顧客の動向・変化 

アルファノート 
 サービス提供してから 3 カ月あまりなので、既存

顧客と同様の動向。 

インフキュリオン 
特定の業界や分野に特化したバーティカルな提携

パートナー企業の獲得も進んでいる。 

バリュエンスジャパン 
 サービスを提供して間がないため、動向の変化まで

は把握できていない。 

フリーウェイフィナンシャ

ル 

 決済件数が前年同月比で 2 倍弱に急増したケース

も少なくなく、中央値と平均値が変わらなくなってき

ている。 

 同業他社の高額決済の手数料優遇施策などによっ

て、高額決済の顧客が流出している。  

 金利情勢によって資金調達コストが上がった場合、

短期の借入で賄う代わりに、請求書カード払いの手数

料率がコスト負担の低減につながる調達方法の一つ

として認識されるのではないかと見ている。 

マネーフォワードケッサイ  小売業が増加してきている。 

三井住友カード 
2025 年 5 月にリリースした請求書カード払いサー

ビスの具体的な動向変化は検証中。 

 

内 容 見 本 

内 容 見 本 

内 容 見 本 

内容見本 
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